いわゆる「資本過剰論」と「商品過剰論」によせて : 「利潤率の傾向的低下法則」との関連で by 前畑 憲子 et al.
はじめに
『資本論』 における恐慌論研究の類型を ｢商品過剰論｣ と ｢資本過剰論｣ との二つの対立的
な流れにおいて, あるいはその ｢統合説｣ として分類することが行なわれて久しい｡ ｢商品過
剰論｣ と ｢資本過剰論｣ との対立的な恐慌研究とは, どのようなものか｡
『資本論講座７』１) 所収の ｢Ⅱ 研究と論争｣ は恐慌論研究をこの視点に立ってサーベイした
はじめての論稿とされているが, そこでは次のように述べられている｡
｢議論の展開を規定している基本的な視点の相違から, 研究と論争の流れは大きく二つにわ






すなわち, ｢恐慌現象の生ずる要因として｣, まず, 商品の実現不可能が生じ, その ｢結果｣
として利潤率の低下ないし資本の過剰が生じるという考え方を ｢商品過剰論｣ とし, その逆の
因果関係, すなわち, 利潤率の低下ないし資本の過剰蓄積が生じ, その ｢結果｣ として商品の
一般的供給過剰が生じるという考え方を ｢資本過剰論｣ と特徴付けたのである｡
この対立の図式はまた, 現行版 『資本論』 第３部第３篇第  章の第１節と第３節との対立の




１) 遊部久蔵, 大島清, 大内力, 杉本俊朗, 玉野井芳郎, 三宅義夫編集 『資本論講座７』 (青木書店    年)
２) 大内力, 伊藤誠 ｢第一章 マルクス恐慌論展開のこころみ｣ (同前,   ‒ 頁)
いわゆる ｢資本過剰論｣と ｢商品過剰論｣によせて
｢利潤率の傾向的低下法則｣ との関連で
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                     
る搾取率の低下による利潤率の低下を重視する ｢資本過剰論｣, という対立の図式である｡ そ
してこの問題は従来, いわゆる ｢恐慌の必然性｣ 論として議論されてきたのである｡
では, マルクスは 『資本論』 の当該箇所でこうした ｢商品過剰｣ と ｢資本過剰｣ とをどのよ
うに, そしてどのような視点で捉えていたのだろうか｡
本稿では, 第一に, ｢商品｣ 過剰と ｢資本｣ 過剰という場合の概念上の問題点を整理するこ
とによって, 二つの過剰論がどのような対立の構図にあるのかを改めて明確にする｡ 第二に,
『資本論』 では ｢商品過剰｣ と ｢資本過剰｣ の問題を如何に捉えているのかを, 第３部第３篇
｢利潤率の傾向的低下の法則｣ の当該箇所の３) 検討によって明らかにする４)｡ この点, 結論か
ら言えば, マルクスは ｢労賃の上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ とが同時に生じ




の契機としているのであるが, 問題は, この関係は ｢資本過剰論｣ のいうような因果関係とし
て捉えることとは別のことだということである｡ そこで, 恐慌の可能性を現実性に転化させる
諸契機のなかにこの両者はどのように位置づけられるべきか, この点を検討することによって
｢商品過剰｣ と ｢資本過剰｣ の関係についてのマルクスの見解を明らかにすることとしたい｡  ｢商品｣ 過剰と ｢資本｣ 過剰との区別の概念上の問題点について
｢商品過剰論｣ と ｢資本過剰論｣ との区別と対立という図式の第一の問題点は, ｢商品｣ と
｢資本｣ との概念上の区別にかかわっている｡ マルクスは ｢資本の過剰はつねに商品の過剰を
含んでいる｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ    ) として両者を対立的に捉えてはいない｡
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３) 本稿では特に断らないかぎり, ｢利潤率の傾向的低下法則｣ に関する引用はすべて    Ⅱ    
の 『資本論』 第３部 『第一草稿』 から行い, 『第一草稿』 と略記し    Ⅱ    の頁数を記し, 現
行版の該当頁数は ｢  Ⅲ   ～｣ として併記する｡
４) ｢資本過剰説｣ と ｢商品過剰説｣, およびその統合説についての関係文献については長島誠一 『景気
循環論』 (青木書店,     年) の巻末を参照されたい｡ この問題を包括的に取り扱った最近の文献と
して, 高橋勉 『市場と恐慌：資本主義経済の安定性と不安定性』 (岐阜経済大学研究叢書  , 法律文
化社,     年), 海野八尋 『資本蓄積と産業循環の理論』 (金沢大学経済学部叢書  ,     年), 鈴木
勝男 『信用論・恐慌論』 (梓出版社,     年), 長島誠一 『現代の景気循環論』 (桜井書店,     年),
大内秀明 『恐慌論の形成』 (日本評論社,     年), 中村泰治 『恐慌と不況』 (お茶の水書房,     年)
等がある｡ なお, ｢資本過剰説｣, ｢商品過剰説｣, およびその統合説のそれぞれの論理それ自体に立ち




そこでまず, ｢商品｣ と ｢資本｣ の概念上の区別を踏まえて両者の ｢過剰｣ の意味を確認し
ておこう｡
｢商品｣ は実在的には使用価値であり, 価値はその価格において金の一定量として表現され
ており, それは, 使用価値として実現され, それによって実在的な価値に転化しなければなら
ない｡ 他方, ｢資本｣ は自己増殖する価値の運動体である｡ より具体的に言えば, 貨幣資本,
生産資本, 商品資本としてそれぞれの形をとりながら, 自己増殖運動をする価値である｡ した
がってまた, ３つの形態の統一として存在しているのである｡
このような両者の概念上の区別に従って, それぞれの ｢過剰｣ とは何かといえば, ｢商品過
剰｣ とは, 使用価値として実現されず, したがってまた, 実在的な価値に転化することができ
ないということ, 『資本論』 第３部第３篇第  章第１節の叙述にしたがって言えば, 剰余価値
実現の諸条件, すなわち, 生産部門間の比例性と社会の消費力とにその制限を持つ｡ 他方, 自
己増殖する価値の運動体であるという資本の規定からすれば, 過剰資本とは, 増殖することが
できない価値額であるということ, 少なくとも既存資本の増大のための蓄積の ｢正常な｣ ｢健
全な｣ 進行を保障するような利潤量を確保することができないような価値額, 資本であるとい
うこと, すなわち, 利潤率の低下を利潤量の増大で補えない資本である｡
ところで, 利潤量 (＝剰余価値量) は剰余価値生産の条件の欠如によっても, またその実現
の条件の欠如によってもその確保が阻害される｡ すなわち, 剰余価値生産の条件であるところ
の労働力人口の制限を超えて蓄積が進行した場合には, 賃金の上昇が生じ, 剰余価値率が低下
し, 単位商品あたりの利潤量が減少する｡ また, 利潤量は ｢ただ商品量そのものに含まれてい





過剰は, 利潤量の実現を阻み, したがって, 資本の順調な増殖を阻む, すなわちそれは, 資本
の過剰であることを意味している６)｡
いわゆる ｢資本過剰論｣ と ｢商品過剰論｣ によせて   
５) たとえば, 次のように言われる場合には, 資本の一形態としての商品資本をさしている｡ ｢資本の
過剰生産とは, 資本として機能することのできる, すなわち与えられた搾取度での労働の搾取に充用
することができる生産手段 労働手段と生活手段 の過剰生産以外のなにものでもない｡｣ (『第
一草稿』      ,      )
６) たとえば, 次のように言われるときには, 実現条件の悪化が資本の過剰を規定する事態をさしてい
るといえよう｡ ｢…商品に含まれている価値プラス剰余価値を, 資本主義的生産によって与えられた
分配条件と消費関係のなかで, またその条件と関係によってだけ, 増殖し, あらたな資本に再転化さ
せることができるためには多すぎる, すなわち, この過程を絶えざる爆発なしに遂行するには, 多す
                     
このように見ると, 第  章第３節における資本の絶対的過剰生産の事態, すなわち, 剰余価
値生産の条件である労働者人口の制限を超えて資本蓄積が進行し, 労賃上昇→剰余価値率の低
下→利潤率の急速な一時的低下が生じることを ｢原因｣ とする説を ｢資本過剰論｣ とし, 実現
の条件の悪化を ｢原因｣ とする説を ｢商品過剰論｣ として対立的に把握する見解は, 概念上の
混乱を含んでいることになる｡ なぜならば ｢資本過剰｣ とは, ｢商品過剰｣ をも含んでいるか
らである｡
この混乱を取り除いて, その言わんとするところを定式化するとすれば, ｢資本過剰論｣ と
された見解は, ｢剰余価値の生産の条件｣ による生産の制限を ｢原因｣ として恐慌が発現する
という見解であり, 他方, ｢商品過剰論｣ とされた見解は, ｢剰余価値の実現の条件｣ による生
産の制限を ｢原因｣ として恐慌が発現するという見解として, 両者の ｢対立｣ を提起すべきで




ように, 剰余価値生産の条件とその実現の条件との不一致については現行版 『資本論』 第３部
第３篇第  章第１節において ｢資本過剰と人口過剰の増加｣ の ｢矛盾に満ちた基礎｣ として述
べられているが, そこでは ｢商品の供給過剰｣ についても, また, 労賃騰貴の問題も述べられ
てはいない｡ この両者については現行版の第３節部分で以下のように述べられている｡
｢他方, 蓄積に結びついた利潤率の低下は必然的に競争戦を呼び起こす｡ 利潤量によって利
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ぎる商品が生産されるのである｡｣ (『第一草稿』      ‒ ,   Ⅲ    )
７) ｢商品過剰論｣ と ｢資本過剰論｣ とを区別し対立させるこのような議論を初めて批判されたのは,
井村喜代子氏であった｡ ｢マルクスは商品 (資本) という形態での過剰と区別し, それと対立するも
のとして資本の過剰という概念を出したわけではけっしてない｡｣ (｢｢商品過剰論｣ と ｢資本過剰論｣
との区別の誤りについて｣, 『『資本論』 の理論的展開』, 有斐閣, 昭和  年,    ‒ 頁)｡ 本文で指摘
したように, こうした対立的把握は, ｢商品｣ (資本) と ｢資本｣ とを対立させるという概念上の混乱
を含んでいるという点で井村氏の指摘は的を射たものであった｡ しかしこの指摘の正しさは, 本文で
みたように, 賃金上昇による剰余価値率低下から生じる ｢資本｣ 過剰を排除するものではない｡ なお,




８) 長島誠一氏は ｢資本過剰説｣ を ｢実質賃金率上昇 利潤率低下説｣ とし, ｢商品過剰説｣ を ｢実現





き起こすのであって, 逆ではない｡ もちろん, この競争戦は, 労賃の一時的上昇を伴い, また
この事情がもたらすよりいっそうの利潤率の一時的下落を伴っている｡ 同じことは, 商品の過




生ぜざるを得ないのである｡｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ    ‒ )
上記の叙述における ｢蓄積に結びついた利潤率の低下｣ とは何を意味するのか, そしてそれ
によって惹き起こされる ｢競争戦｣ とはどのようなものであるかについては, 後のⅣにおいて
検討する｡ ここでは上記の叙述から, 当面, 次のことだけを確認しておきたい｡
まず, 利潤率の低下によって競争戦が引き起こされ, その競争戦によって相対的過剰人口が
急速に吸収され ｢労賃の一時的上昇｣ が生じて ｢剰余価値生産の条件｣ である剰余価値率が低
下し, そしてそれによって ｢利潤率の一時的下落｣ が生じるとしていること｡ つまり, ｢剰余
価値の生産の条件｣ による生産の制限を, この競争戦が突破することによって, ｢利潤率の一
時的下落｣ が生ずるとしていること｡
更に, この競争戦は, ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ にも ｢現れる｣ として, その理
由については次のように言っている｡ このような事態が生じるのは, 資本による生産はその目
的が ｢欲望の充足｣ にあるのではなく, ｢剰余価値の生産, 利潤の生産｣ であるからだ｡ つま
り, 生産の目的が剰余価値・利潤にあるということは, その目的によって, 一方では, 労働者
の賃金を多かれ少なかれ狭い範囲に押し込め, 他方ではまた, その目的の ｢達成｣ のために,
生産諸力を無制限に拡大しようとすることになる (｢生産の段階に生産量を合わせる方法によ
るだけでそれとは逆の方法によるのではない｣９))｡ すなわち, ｢恐慌の究極の根拠｣ をその理
由としているのである｡ 競争戦が ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ にも現れる, というこ
とは, この競争戦は諸資本にこの ｢根拠｣ を現実のものとして押し付けるのだ, ということ,
｢剰余価値の実現の条件｣ による生産の制限をこの競争戦が突破し, ｢商品の過剰生産, 市場の
いわゆる ｢資本過剰論｣ と ｢商品過剰論｣ によせて   
９) この ｢生産の段階に生産量を合わせる方法｣ とは, ｢生産力に応じて生産する｣ と理解してよいで
あろう｡ マルクスは 『  ‒  草稿』 で生産と消費との矛盾について述べているが, そこでは, ｢過剰生・・・
産は, とくに, 資本の一般的な生産法則を条件としている｡ すなわち, 生産力 (言い換えれば, 与え
・
られた資本量をもって最大限の労働量を搾取する可能性) に応じて, 市場と支払い可能な欲望との現
存する制限を顧慮することなく, 生産するということ …｣ (    Ⅱ    ,       , 邦訳 『マ
ルクス資本論草稿集』 ６ 大月書店,    ‒   頁｡ 下線は引用者) となっている｡
                     
供給過剰｣ が生じるのだとしているのである｡
つまるところ, この競争戦は, ｢剰余価値の生産の条件｣ による生産の制限を突破させると
ともに ｢剰余価値実現の条件｣ による生産の制限をも同時に突破させるのだ, というのであ
る  )｡
では, ｢労賃の上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ とが同時に存在する, という
事態, すなわち, ｢剰余価値の生産の条件｣ による生産の制限の突破と ｢剰余価値の実現の条
件｣ による生産の制限の突破が同時に生じる, という事態はどのように説明されるであろうか｡
以下, この点を検討しよう｡
２) ｢労賃の上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ との並存について
マルクスは, 『資本論』 第１部第７篇で, ｢資本の蓄積から生ずる労働の価格の上昇は次の二
つの場合のどちらかに当たるものである｣  ) として, 第一に, ｢労働の価格の上昇が蓄積の進行
を妨げないのでその上昇が続くという場合｣  ), 第二に, ｢労働の価格の上昇の結果, 利得の刺
激が鈍くなるので, 蓄積が衰える｣  ) 場合とを挙げていた｡ 第二の場合は, ｢資本の絶対的過剰
生産｣ の事態をさしていると考えてよいであろう｡ 今問題にしている事態は, 第一の場合であ
って, 資本主義的生産の限界を超えた雇用増大によって労賃が上昇する｡ しかし, まだ蓄積が
進行し, 労働力の更なる吸収が進行し, 労賃の上昇が続く, という事態, すなわち, 第二の場
合に近づく過程にある事態である  )｡
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
  ) ここから, 従来の諸見解を見ると次のように言うことができるであろう｡ 『第一草稿』 にある ｢資
本の絶対的過剰生産｣ および ｢資本の現実の過剰生産｣ についてのマルクスの叙述からも明らかであ
るが, 上記の叙述にあっても, 労賃の一時的上昇が, すなわち, 搾取率の低下が恐慌の一契機である
ことが明確に述べられているのである｡ ここからすれば, 恐慌の可能性の現実性への転化の諸契機の
中から, 搾取率の低下の要因を除外する見解は, 少なくともマルクスのそれではないということにな
るであろう｡ しかしまた, 上記の叙述は, ｢労賃の一時的上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過
剰｣ とが同時に現れる, としているのであって, ここからすれば, 剰余価値実現条件による生産の制
限の問題を除外する見解もまた, 少なくともマルクスのそれではないということになろう｡  )   Ⅰ         ) 同上｡  )   Ⅰ         ) ｢搾取の諸条件｣ と ｢実現の諸条件｣ の両側面から恐慌を説明する ｢統合説｣ (長島 『景気循環論』,  頁) とされる富塚良三氏は, ｢資本の絶対的過剰生産｣ に近づく過程にある事態について, 次のよ
うに述べられている｡ 資本制的生産がその全力能を発揮している時期とは, ｢…産業予備軍の資本制
的限界を超えての吸収と, 賃金水準の資本の価値増殖に適合的な限界を超えての上昇による, ｢資本
の絶対的過剰生産｣ なる限界点への加速度的接近において, 消費制限による ｢実現｣ の問題が一時的
に解消せしめられている時期である｡ 従って, それは, 実は, ｢支払い能力ある需要｣ (｢有効需要｣)
の資本制的に本来的な制限を越えての ｢商品の過剰生産｣ が潜在的形態において加速度的に累積され
・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・
てゆく時期にほかならない｡｣ (同氏 『恐慌論研究』, 未来社,     年,    頁)｡ 見られるように, 氏
は, 当面の問題である, ｢労賃の上昇｣ と ｢商品の過剰生産 (潜在的形態)｣ とが ｢資本の絶対的過剰
                     
そこで, 第一の場合を, 第二の場合の考察をもとに, さらに詳しくみてみよう｡
第二の場合, すなわち, ｢資本の絶対的過剰生産｣ とは, 以前の投資額 が利潤量 を生み
出していたとき, 労働者の絶対的剰余労働時間を延長することができないもとで追加投資が行
なわれ ( ＋⊿ ), その結果, 労賃の上昇が追加投資 (⊿ ) が生み出すはずの利潤量 をす
べて吸収してしまう事態であった｡ すなわち → から ＋⊿ → である｡ あるいは, この
追加投資によって以前より利潤量が減少してしまう事態, すなわち既存資本が生み出していた
利潤量 の一部にさえこの追加投資による労賃の上昇が食い込んでしまう事態であった｡ す
なわち ＋⊿ → ( －⊿ ) である｡ 追加投資をしてもそれによって得られる利潤量は, 追加
投資の以前の利潤量と同じか, 少なくさえある｡ このような事態になれば, 利潤率は急落し,
蓄積はストップし, ｢資本の周期的減価｣ が生じ, ｢再生産過程の攪乱｣ が生じることになる  )｡
いわゆる ｢資本過剰論｣ と ｢商品過剰論｣ によせて   
生産｣ に近づく過程では, 並存し, 前者によって後者が ｢一時的に解消せしめられる｣ と同時に ｢潜
・
在的形態において加速度的に累積されてゆく｣ とされている｡ 両者の並存と後者の ｢潜在｣ 化, これ
・・・・・・・・
自体は事態の正しい説明である｡ しかし問題は, 氏の場合, 商品が ｢過剰｣ に生産されている, とい
うことの根拠を, 氏が ｢定立｣ された ｢均衡蓄積率｣ (｢均衡蓄積軌道｣) をその ｢基準｣ (同前,    
頁) として把握されていることにある｡ だが私見では, この概念は ｢過剰蓄積｣ の ｢基準｣ としての
意義を持ち得ないと考えている｡ この点は, 大谷禎之介 ｢再生産論と恐慌論をめぐる若干の問題につ
いて｣ 『マルクス・エンゲルス・マルクス主義研究』 第  号, 八朔社,     年, 拙稿 ｢『単純再生産か
ら拡大再生産への移行』 についてのエンゲルスの書き入れをめぐって｣ (同上所収), および拙稿
｢『資本論』 第二部第三篇の課題と恐慌論との関連についての一考察 富塚良三氏の ｢均衡蓄積率の
概念｣ の検討 ｣ (『商学論集』 第  巻第１号,     年) を参照されたい｡ (なお, 氏はいわゆる久
留間・富塚論争のなかでの諸論点についての反批判を近年 『再生産論研究』 (中央大学出版部,     
年) にまとめられている｡) 本稿では, ｢労賃の上昇｣ と ｢商品の過剰生産｣ との並存を労賃上昇を伴
う追加投資と利潤量との関連という視点で考察する｡ また, ｢商品の過剰生産｣ の ｢潜在｣ 性をも,
｢労賃上昇｣ と ｢商品の過剰生産｣ を引き起こす ｢競争戦｣ の性格との関連で検討する｡  ) マルクスは ｢資本の絶対的過剰生産｣ を資本の ｢事実上の減価｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ    )
による ｢再生産過程の攪乱｣ をもたらさざるを得ないものとして把握しているのであるが, この点に
ついては, 宇野弘蔵氏 (『宇野弘蔵著作集 第五巻』 岩波書店,     年,    頁) からも, また, 富塚
氏 (前掲 『恐慌論研究』    頁) からも疑義が出されている｡ 宇野氏の疑義は ｢資本の絶対的過剰生
産｣ の前提にかかわる誤解にもとづいている｡ 詳細は拙稿 ｢｢資本の絶対的過剰生産｣ について
宇野弘蔵氏の見解によせて ｣ (『立教経済学研究』 第  巻第４号,     年) の   ‒   頁を参照さ
れたい｡ 富塚氏は, ｢… ｢実現｣ の問題側面をまったく捨象して論ずるならば, … ｢資本の絶対的過
剰生産｣ が帰結するのは, 実は, ｢蓄積 (＝新投資) の衰退｣ ないしは ｢停頓｣ であってそれ以上の
ものではない｡ …新投資の衰退は再投資の減退を惹起しない｡ したがって ｢資本の絶対的過剰生産｣
なるこの要因のみによって, ｢再生産過程の全面的攪乱｣ が惹起されるという論拠はない｡｣ (前掲書,
・・ ・・   頁) とされ, ｢｢資本の絶対的過剰生産｣ から直接に ｢再生産過程の全面的攪乱｣ が帰結されるか
のように論述している…マルクスの叙述の仕方自体にも若干問題があるように思われる｡ (ただし,
・・・・・
第一, 二節における ｢実現｣ の問題側面からする論述が前提されている点を考慮すれば, 誤解の余地
はない)｣ (前掲書,    頁) と述べられている｡ この富塚氏の叙述では社会的総資本の問題と個別資
本の問題が混同されている｡ ｢資本の絶対的過剰生産｣ とは, 社会的にみて ｢増大した資本が増大す
る前の資本と同じかまたはそれよりも少ない剰余価値しか…(略)…生産｣ しない (『第一草稿』      ,
                     
これにたいして, 第一の場合は, 追加投資によって, 労賃は上昇するが, しかし, 利潤量は
以前より増大する｡ つまり, 追加投資が利潤量を生み出さなければ, それは ｢資本の絶対的過
剰生産｣ に陥ってしまうのであり, 再生産と蓄積とが継続されているということは, 追加投資
が利潤量を増大させている, ということと同義である｡ では, この追加投資が利潤量を生み出
すためには, どのような条件が必要であろうか｡ つまり, この追加投資によって, 賃金が上昇
するのであるから, 搾取率＝剰余価値率は低下する｡ そのもとで利潤量を生み出すためにはど
のような条件が必要となるであろうか｡
今, 追加投資によって, 労賃が上昇, その結果, たとえば個々の商品に含まれる剰余価値 (＝ ) が以前の２分の１になったとしよう｡ しかし, 追加投資が従来の二倍を超える商品量を生
み出し, そのすべてが従来の価格で販売されたとすれば, 利潤量は以前より増大する｡ あるい
は, 労賃上昇分すべてを商品価格に転嫁することが可能である場合でも, 従来の商品量を超え
る販売が行なわれるのであれば, 利潤量は以前より増大する｡ ところが, 従来の二倍の商品量
しか販売されないとすれば, あるいは労賃上昇分だけ商品価格に転嫁され高価になった商品が
従来と同じ量しか販売されないとすれば, 利潤量は以前と同額にしかならない｡ つまり追加投
資部分はなんら利潤をもたらさなかったことになる｡ すなわち ｢資本の絶対的過剰生産｣ と同
様の事態が生じることになる｡ すなわち, 蓄積がストップしてしまう｡
以上の事態が示していることは, 労賃の上昇が生じるもとで, すなわち, 剰余価値率の低下
のもとで利潤量を増大させるためには, 個々の商品に含まれる剰余価値 (＝利潤) の減少率に
反比例するだけでなく, それより以上の量の商品の生産と販売がなされなければならないとい
うこと, あるいは, 労賃上昇分を商品価格に転嫁することが可能である場合でも, 高くなった
価格で従来の商品量以上の量の販売が必要とされるということである｡ つまり, 搾取率の低下
を惹き起こす蓄積は, ｢加速化｣ された蓄積を個別資本に強制するのである  )｡
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  Ⅲ    ) という状態をさしている｡ ｢    の資本が   の利潤を生んでいたのが,     に増大した
後にも   だけを生む｣ という状態である｡ つまり, 追加投資   は利潤を生まなかったのである｡ す
ると事態はどのようになるか｡ それは,     に増大した資本が以前と同じ   の剰余価値を奪い合う
｢損失の分配｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ    ) をめぐる諸資本間の熾烈な競争戦が生じることにな
る｡ 誰が ｢事実上の減価｣ をこうむることになるのか, この競争戦に敗れた ｢資本のある部分は全部
または一部分遊休｣ し, ｢他の部分は…より低い利潤率で増殖される｣ ことになるのである｡ すなわ
ち, 追加投資が新たに利潤を生まなかった, ということのうちに, ｢損失の分配｣ の競争戦が必然化
されるのであって, これが ｢再生産過程の全面的攪乱｣ を惹き起こすのである｡ したがって, 仮に
｢実現｣ 問題を前提しなくても, ｢資本の絶対的過剰生産｣ が帰結するのは, ｢再生産過程の全面的攪
乱｣ であるということができよう｡ ｢新投資の衰退は再投資の減退を惹起しない｣ というのは, 損失
分配の競争戦のなかで, これまでの生産規模をなんとか維持しようという個別資本の行動として理解
するべき事態であって, 富塚氏のような位置づけをもつものではない｡  ) ここで述べた搾取率の低下による利潤率の低下と資本量増大による利潤量の増加についての見解は,
宇野弘蔵氏の見解と同様である (同氏 『恐慌論』 岩波書店,   ‒  頁,     年)｡ しかし, 宇野氏は,
賃金の上昇によって追加資本が生み出す利潤量が社会的には増大しない, という ｢資本の絶対的過剰
                     
もちろん, この剰余価値 (＝利潤) 部分を実現するのは, つまりその部分を購買するのは労
働者ではありえない｡ 利潤が実現されるためには, 労働者の需要以外の需要を必要とするので
ある｡ ところが, 労働者は, 彼自身 ｢流通の一つの自立的起点 [       ]｣  ) をなす｡ 労賃
が上昇することによって, 労働者の消費が通常以上に増大するのだから, この需要は ｢おのお
のの個別資本にとっては, …十分な需要｣  ) として意識されることになる｡ したがって, 蓄積
は進行するであろう｡ そしてそれはたしかに ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ を ｢緩和｣
させることになるであろう｡ それは第一部門への需要を増大させ, 生産の拡大を促すことにな
るであろう｡ しかし, この過程は, 労賃の上昇率を更に高める要因として作用し, したがって
また, 上記に見たように, 更なる搾取率の低下, および個々の商品に含まれる剰余価値の減少
率の逆数倍＋αの商品量の増大とその実現とを強要する｡ すなわち, 以前に生じた事態が拡大
されて再現するだけである｡ すなわち, さらなる労賃の上昇とさらなる ｢市場の供給過剰, 商
品過剰生産｣ とが同時にくりかえされるだけである｡





するであろう｡ 損失の分配をめぐる競争戦が生じ, ｢資本の周期的減価｣ が生じることになり,
そしてまた, それによって ｢再生産過程の撹乱｣ が生じるであろう｡
マルクスが ｢現実の資本の過剰生産｣ は ｢資本の絶対的過剰生産｣ と違って相対的である,
というとき, 搾取率の低下が後者のように追加資本が生み出す利潤量がゼロであるという事態
にならなくても, ｢膨張した価値 (追加投資 前畑) に比例してこの価値の追加的増殖｣
(『第一草稿』      ‒   , 現行版     ‒   ) を生み出さないということによって利潤率は急
落し, 再生産過程は撹乱するとしているのであるが, この利潤率の急落をもたらすのは搾取率
の低下である｡ そして以上みたような経緯によって, この搾取率の低下には, 同時に ｢市場の
いわゆる ｢資本過剰論｣ と ｢商品過剰論｣ によせて   
生産｣ の事態になっても, 個別資本は追加投資をするとされており, 注  で見たように, この点は私
見と異なる｡ この追加投資は, 既存資本が獲得していた利潤量を奪い取る (社会的には利潤量は増大
しないのだから) のであって, 損失分配競争を勝ち抜くための方策としてしかありえない｡ これは恐
慌期の特質であろう｡ 問題になっている ｢労賃の上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ の時
期とは, マルクスが ｢過剰生産期｣ とする恐慌前夜の問題である｡ また, 利潤率の傾向的低下法則そ
のものの理解についてもまったく異なる｡ この点は, 前掲拙稿 (    年) を参照されたい｡  )     Ⅱ    ,      , (『経済学批判要綱』 第二分冊), 邦訳 『マルクス資本論草稿集』 ２ 大月





労賃の上昇と同時に ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ が ｢現れる｣ と言う事態は, 以上の
ような事態を示すものということができよう｡ 競争戦が生み出す蓄積が ｢剰余価値の生産の条
件｣ による生産の制限を突破し, ｢剰余価値の実現の条件｣ による生産の制限をも同時に突破
するのである｡ そしてこのような事態になるのは, すでに見たように, 資本の目的は ｢欲望の
充足｣ ではなく, それは ｢剰余価値の生産, 利潤の生産｣ にあるからなのである｡
では, 本稿の叙述でここまで重要な位置づけを与えてきたマルクスのいう ｢競争戦｣ はいか
なる契機で生じるのか, また ｢労賃の上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ を生み出
す ｢競争戦｣ の特徴はどのようなものか, これを検討してみよう｡ このことの検討はまた,
｢商品過剰｣ と ｢資本過剰｣ とを恐慌の可能性を現実性に転化させる諸契機の中にどのように
位置づけるかということにかかわっているのであり, これを検討することによって, ｢商品の
過剰生産, 市場の供給過剰｣ のより具体的な内容を見ることにしよう｡  ｢競争戦｣ の契機と ｢競争戦｣ の特徴






き起こすのであって, 逆ではない｡ もちろん, この競争戦は, 労賃の一時的上昇を伴い, また
この事情がもたらすよりいっそうの利潤率の一時的下落を伴っている｡ 同じことは, 商品の過




生ぜざるを得ないのである｡｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ    ‒ )
まず上記の一文から, ｢労賃の一時的上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ を惹き
起こす契機を見ると, それは次のようになるであろう｡
１) この両者を惹き起こすのは, ｢競争戦｣ である｡
２) この ｢競争戦｣ は, ｢蓄積に結びついた利潤率の低下｣ によって ｢呼び起こ｣ される｡
３) この ｢競争戦｣ は, 利潤率の低下を利潤量で ｢埋め合わせる｣ ことができない ｢新たな
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独立に機能する追加資本｣ の行動によって惹き起こされる｡
ここから, 両者を惹き起こす諸契機, つまり, 恐慌の可能性を現実性に転化させる諸契機を
見ると, 次のようになるであろう｡
｢蓄積に結びついた利潤率の低下｣ とは, 生産力の発展による資本の有機的構成高度化がも
たらす一般的利潤率の低下のことである  )｡ しかし, 率は低下しても量は増大しうるし, 増大
しなければならない｡ 率とともにその量をも減少させてしまうのであるならば, ただちに ｢資
本の絶対的過剰生産｣ に陥ることになる｡ 生産力の発展は, 率を低下させる要因と同時に, 利
潤率の低下に反対の諸要因をも生み出し, それによって蓄積を促進する｡ また, 生産力の発展
は, 蓄積のための物的条件をも生み出すのである  )｡ しかし, 個別資本にこのような量を増大
いわゆる ｢資本過剰論｣ と ｢商品過剰論｣ によせて   
  ) 井村氏は ｢蓄積に結びついた利潤率の低下｣ とは, ｢何に起因するものかは, 必ずしもはっきりし










ついて詳しくは, 木村芳資 ｢利潤率の傾向的低下法則の内的諸矛盾と恐慌｣ (『土地制度史学』 第  号,    年) を, また, ｢資本の絶対的過剰生産｣ との関連で, この問題を取り上げたものとして拙稿
｢｢利潤率の傾向的低下法則｣ と ｢資本の絶対的過剰生産｣ 恐慌研究の一論点 ｣ (『立教経済学
研究』 第  巻第１号,     年) を参照されたい｡  ) マルクスは生産力の発展が資本蓄積を増加させるのは, 利潤率の低下に反対する諸要因によること
を次のように述べている｡ ｢労働の生産力の発展 (…) が資本の価値量を直接に増加させることがで
きるのは, したがって既存資本の交換価値を増加させることに役立つことができるのは, 労働の生産
力の発展が, 利潤率の上昇を通して, 年生産物の価値のうち資本に再転化される部分を増加させるか
ぎりにおいてだけである｡｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ    ) つまり, その発展によって ｢労働能力
の再生産かまたは不変資本の構成に入っていく商品が安くな｣ り, ｢相対的剰余価値が増されるか不
変資本の価値が減らされるかするかぎりのことである｣ (同上)｡ 相対的剰余価値の生産による剰余価
値率の上昇は, 利潤率の低下に反対に作用する要因であり, また, 不変資本の価値の減少も同様であ
る｡ すなわち, それぞれこの利潤率の傾向的低下法則の一契機をなしているのである｡ 個別資本にお
ける相対的剰余価値の生産としての特別剰余価値の生産も同様であろう (『第一草稿』      ,   Ⅲ      ‒ )｡
生産力の発展はまた, 蓄積率の上昇によらなくても, ｢間接に｣ 蓄積を促進する｡ 生産力の発展は,
可変資本と不変資本の ｢物質的基体｣ である ｢使用価値の量と多様性を増加させる｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ      ) からである｡ 資本が指揮することのできる労働の量は, 資本の価値に依存する
のではなく, 資本を構成する生産手段や生活手段の量によって定まるのであるから, ｢充用労働の量,
必要労働と剰余労働が増大するので, 再生産される資本の価値とその剰余価値もまた増大するのであ
る｡｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ      )
                     
させる条件が自動的に保障されているわけではない｡ 生産力の発展が利潤率の低下をもたらす





い ｢新たな独立に機能する追加資本｣ は, 低い利潤率のもとでこれから利潤量の増大を獲得し
なければならないのである｡ ｢確立した大資本｣ にたいしてより小さな既存資本もまた, 利潤
率の低下のもとで利潤量の増大を確保するのは困難になる｡ なぜなら, 前貸し資本の増大は,
利潤率が与えられていれば, 得られる利潤量の大きさによって左右されるからである  )｡ ｢労
賃の上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ とを生み出す ｢競争戦｣ は, このように,
生産力の発展と加速的蓄積のもとで生じる利潤率の低下をその量で ｢埋め合わす｣ ことのでき
ない資本 (＝過剰資本) の, したがってまた, それらが利潤率の低下という資本主義的生産の
制限を量の増大によって突破しようとする ｢行動｣ によって惹き起こされるのである｡
この ｢競争戦｣ の特徴を見る前に, 以上の点を要約しておこう｡
①生産力の発展による利潤率の低下には, 資本の構成の高度化よりも急速な蓄積を社会的に
は伴うがゆえに, したがって, 社会的には同時に利潤量の増大を伴うがゆえに, したがってま
た, 資本の集積と最低資本量の増大とをともなうがゆえに, 率の低下を量で補えない諸資本＝
(過剰資本) を生み出し, ｢競争戦｣ が始まる  )｡ 利潤率の低下が ｢競争戦｣ を ｢呼び起こす｣
というのはこの意味である｡ ②したがって, この ｢競争戦｣ が呼び起こされる時点では, 社会
的総資本, あるいは ｢確立した大資本｣ にあっては, 生産力の発展と加速的蓄積とを進行させ,
その結果として利潤率の低下と利潤量の増大とが生じているのであって, 相対的過剰人口も資
本の有機的構成の高度化によって排出される人口より, それを上回る蓄積による吸収の力が大
きい状態にあり, また, ｢薄利多売｣ として資本家に意識される利潤率の低下と利潤量の増大
は, 市場では, 安くなった商品の大量として現れているのである  )｡
では, このような労働市場や商品市場のもとで繰り広げられる ｢競争戦｣ とはどのような特
徴を持つのであろうか｡ 以下, この点を見てみよう｡
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
  ) 前貸し資本の増大の絶対量は ｢現存する資本の大きさに依存する｡｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ      )  ) すでに明らかにしてきたが, 生産力の発展, つまり資本の有機的構成高度化から生じる利潤率の低
下は, 社会的には利潤量の増大とともに生じるのであって, この利潤量の増大は ｢競争戦｣ によって
生み出されるのではないのである｡  ) ｢商品の価格が安くなり, この安くなった商品の増大した量に対する利潤量が増大するということ
は, ただ, 利潤量の増大を伴いながら利潤率が下落するという法則の展開された別の一表現でしかな




が繰り広げる ｢競争戦｣ には ｢労賃の上昇｣ と ｢商品の供給過剰｣ とを伴うのであるが, では,
この両者が並存する局面の特徴とはどのようなものであろうか｡
利潤率の低下と資本の最小量の増大, そして, 資本の集積の増大, それによって惹き起こさ





の集積の必要な程度 は増大する｡ それと同時に集積も増大する｡ なぜならば, ある限度内
で, 利潤率の低い大資本は利潤率の高い小資本よりもより急速に蓄積するからである｡ この増
大する集積は, ある高さに達すれば, これはこれでまた利潤率の新たな低下を惹き起こす｡ こ
うして大量の分散した小諸資本は, 冒険的, 投機, 信用思惑, 株式思惑, 恐慌 (    ) [と
なる]｡｣ (『第一草稿』      ‒ ,   Ⅲ      )
上記引用における ｢大量の分散した小諸資本｣ とは, ｢新たな独立に機能する追加資本｣, 既
存の小資本, そして既存資本から分裂し, いまだ貨幣形態にある資本 (｢資本の若枝｣) とに分
けられるであろう｡ 蓄積の備えのない ｢新たな独立に機能する追加資本｣, 既存の小資本にと
っては, 利潤率の低下を利潤量の増大によって補うべく, ありとあらゆる増殖のための方法を
とらねばならない｡ 既存の労働手段のもとで, 蓄積の実体であるより大きな剰余労働を取得す
るために, 労働日の延長や労働強度の増大によって, すなわち, ｢労働力のいっそう大きい緊
張によって生み出される追加労働｣  ) を取得しようとするであろう｡ また, ｢利潤率が下がれば,
一方では, 個々の資本家が改良された方法などによって自分の個々の商品の個別的価値をその
社会的平均価値よりも高めようとする資本の緊張が生じる｡ (小さな利潤をもたらす市場価格
はそこでは確定した大きさとみなされている)｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ      )｡ 以前よ
り小さな利潤しかえられない市場価格のもとで, 超過利潤の獲得によって利潤率の低下を補お
うとする試みは, ｢労働力のいっそう大きい緊張｣ とともに ｢資本の緊張｣ を生み出す｡ また,
加速的蓄積の過程での集積の増大は資本の分裂を容易にし, ｢資本の若枝｣  ) が生み出される｡
この資本は低下した利潤率のもとでは機能資本として独立に運動することを阻まれ, それらは
遊休貨幣資本＝プレトラの一因をなすことになる｡ ｢いわゆる資本の過多 (プレトラ) は, 常
に根本的には, 利潤率の低下が利潤量によって埋め合わせられない資本 (そして新たに形成さ
れる資本の若枝はつねにこれである) の過多に, またこのようなそれ自身で自立する能力のな




関連している｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ      )｡ したがって, ｢利潤率が下がれば, …他
方では, 詐欺師たちに思惑や便宜が与えられる｡ (それは,) 一般的水準にかかわりなくそ
れを超えるなにがしかの剰余利潤 [           ] を確保するための, あれこれの新しい一
連の生産や資本支出や投機における熱狂的な試みによって (与えられる)｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ      )｡
以上のように, 利潤率の低下を利潤量の増大によって埋め合わせることができない資本＝過
剰資本の ｢競争戦｣ は ｢資本の緊張｣ を強いるものであり, また, 最低資本量が増大している
もとでそれ自体として自立する能力を持たない ｢資本の若枝｣ は, プレトラとなって信用膨張
の一因を生み出し, それによって, 再生産過程の弾力性を極限まで拡張させることになるが,
それらは, 思惑的な生産や投機という性格を持たざるを得ないものである｡




ここで論じられている ｢競争戦｣ は, 一般的利潤率の傾向的低下法則を問題にするかぎりで,
すなわち, ｢競争戦｣ を引き起こす原因がこの法則にあることを論じるかぎりで問題にされて
いるということである  )｡ したがって, ｢競争戦｣ がどのように戦われるか, ｢[それについて
のより詳細な研究は, 利子生み資本や信用などがいっそう展開される資本の現象的な運動の考
察に属する]｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ      ) ことになる｡ しかし, 詳細は別としても,
今見たように, ここでマルクスが ｢労賃の一時的上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣
が同時に生じるという場合, 信用によって助長される商業資本による投機等, すなわち, 一方
的購買の進行など価値の独立化が進展しているということが留意されるべきである｡ つまり,
これによって, ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ は隠蔽されていると考えるべきであろう｡
では, 隠蔽されているこの ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ はどのような契機によって
｢顕在化｣ するのだろうか｡ マルクスは, ｢現実の資本の過剰生産は…ただ相対的なものとして
観察される｣ (『第一草稿』      ,   Ⅲ      ) として, 相対的過剰人口と過剰資本とが結
びつかない理由を次のように述べていた｡ ｢それ [相対的過剰人口 引用者] が労働の低い
搾取度でしか充用できないからであり, または少なくとも, 与えられた搾取度のもとでは低い
利潤率でしか充用できないからである｣ (同前)｡ すなわち, 搾取率の低下による利潤率の一時
的急落による投資需要の減退, これが ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ を顕在化させる契
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
  ) 『資本論』 では ｢競争は, その他の論題の取り扱いが必要とするかぎりでしか分析されない｣｡ (｢ク




しかし, このことは, ｢資本過剰｣ の結果として ｢商品過剰｣ が生じるということではない｡
見てきたように, ｢労賃の上昇｣ と ｢市場の供給過剰｣ とは同時に進行していたのである｡ そ
れを ｢顕在化｣ させる契機が搾取率低下による利潤率の急落だ, という関連にあるのである｡
おわりに
｢労賃の一時的上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ が同時に生じるのは, 生産力
の発展がもたらす利潤率の低下が ｢必然的に…呼び起こす｣ ｢競争戦｣ によってである｡ すな
わち, 利潤率の低下という資本主義的生産の制限を利潤量の増大によって乗り越えようとす
る  ) 過剰資本の行動, すなわち ｢競争戦｣ によって生じるのであった｡ ｢確立した大資本｣ と
いわゆる ｢資本過剰論｣ と ｢商品過剰論｣ によせて   
  ) 高橋勉氏は, 前掲書において, ｢利潤総量の増加による利潤率下落の埋め合わせ｣ という議論は,





理由① ｢｢率｣ と ｢量｣ とはまったく別物であり, そもそも ｢埋め合わせる｣ ことはできない｡｣
━ たしかに, ｢率｣ が低下したのでこれを ｢量｣ で ｢埋め合わせる｣ というのであれば, これが
不合理であることは明らかである｡ そうではなくて, マルクスがいうのは次のような事態である｡    
の資本の  ％は  であり, その５％は５である｡ したがって,    の資本をとれば, 率の低下と量の
減少とは同じことである｡ だが, 率が低下しても量が増大しているとすれば, すなわち,   ％から５
％に低下しても利潤量が増大しているとすれば,     αに資本が増大していなければならない｡ こ
れが率の低下を量で ｢埋め合わせる｣ ということである｡ ｢率の低下｣ と ｢量の増大｣ は同時に進行
するのである｡ (次の理由②についての検討でもこの点に触れる｡)
理由② ｢仮に ｢埋め合わせ｣ することが可能であり, 資本がそのように行動するとすれば, …た
とえば, 利潤率が１％から   ％へと低下した場合, 蓄積量を   倍にしなければ利潤量の低下を防
ぐことはできないが, そのような資本の行動を想定することは, 明らかに合理的ではない｡ また, 利
潤率がどの程度低下すれば, 資本の行動基準が利潤率から利潤量へと変化するのかも不明である｡｣




を   倍にしていなかった資本は, ｢過剰資本｣ になるであろう｡ 資本の有機的構成高度化に由来する
一般的利潤率の低下には利潤量の増大が伴うのであって (二重性格の法則), 率の低下を量で補う資
本家の ｢行動｣ によって利潤量の増大が可能になるのではない｡ この点は注  を改めて参照されたい｡
なお, ｢資本家の行動基準｣ については理由④でとりあげる｡
理由③ 率の低下を量で補えない場合, ｢その論理においては, 資本蓄積の停止が導かれる｣ こと





存在することは不可能となる｡ しかし, この制限の突破は, 新たな制限を生み出す｡ それは
｢労賃の一時的上昇｣, すなわち搾取率の低下による ｢いっそうの利潤率の一時的低落｣ と ｢商






では, どのようにして, 資本主義的生産の ｢健全な｣ 運動に対応する諸関係を回復するか｡
それは, 搾取率を低下させ, ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ をもたらした過剰資本を
｢周期的減価｣ させることによってしか回復することができない｡ だが, この ｢資本の周期的
減価｣ は与えられた再生産過程を撹乱させることになる｡ すなわち, 恐慌である｡
何が ｢原因｣ か, またその ｢結果｣ か, と問えば, 以上の展開から明らかであろう｡ すなわ
ち, ｢労賃上昇｣ と ｢商品の過剰生産, 市場の供給過剰｣ をもたらしたのは, 過剰資本の運動
であり, そしてその資本が ｢過剰｣ であるのは, 利潤率の低下を利潤量の増大で ｢埋め合わせ｣
ることができないからである｡ そしてその前提には, 生産力の発展が利潤率の低下と加速的蓄
積を惹き起こしたということがある｡ 問われるべき問題は, ｢資本過剰｣ と ｢商品過剰｣ の
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━ 投資が利潤をもたらすということと, 追加投資が利潤をもたらすということとは同じことでは
ない｡ 追加投資をしても利潤量が以前と同じか, あるいは減少すらするという場合は, 追加投資が利
潤をなんらもたらさない, あるいは追加投資が利潤減少をもたらすという事態であり, まさに ｢資本
の絶対的過剰生産｣ の状態であり, 蓄積は停止する｡ これに対して, 氏が ｢利潤量が減少したとして
も, プラスの利潤を獲得するかぎり…蓄積を停止する積極的な理由はない｣ と述べているのは, 社会
的総資本についての問題と個別資本の行動の問題とを混同しているからである｡ ｢資本の絶対的過剰
生産｣ のもとでの個別資本の振る舞いについてみれば, それは過剰資本としての振る舞いになるであ
ろう｡ つまり, 前貸し資本の増加のためのあらゆる手段をとることになるであろう｡ これらについて
は ｢資本の絶対的過剰生産｣ についての本稿注  , および  を改めて参照されたい｡
理由④ ｢その主張が, 資本蓄積における一般的な行動基準を利潤率ではなく利潤量の動向として









｢因果関係｣ ではない｡ そうではなく, 資本はどのような契機で労働力人口の制限という生産
の制限を突破することになるのか, 資本はどのような契機で消費制限という (実現による) 生
産の制限を突破することになるのか, これが問われるべき問題なのである｡
いわゆる ｢資本過剰論｣ と ｢商品過剰論｣ によせて   
                     
